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親 会 社 名 － (コード番号:    )－ 親会社における当社の株式保有比率： － ％
米国会計基準採用の有無 無

1.15年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成15年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期      126,686     7.0       4,938    35.1       5,508    57.7
14年 9月中間期      118,402    10.0       3,656   △15.8       3,492   △23.4

15年 3月期      243,998－        9,766－        9,986－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

15年 9月中間期        3,293   △23.3          43.06         35.86
14年 9月中間期        4,295    70.0          55.66         46.28

15年 3月期        7,504－          95.91         79.86

(注 )1.持分法投資損益 15年 9月中間期 134百万円 14年 9月中間期           71百万円
15年 3月期          202百万円

2.期中平均株式数(連結) 15年 9月中間期     76,475,737株 14年 9月中間期     77,184,337株
15年 3月期     77,003,392株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期      182,227      88,340     48.5       1,161.26
14年 9月中間期      173,328      82,695     47.7       1,076.43

15年 3月期      183,325      85,298     46.5       1,110.99
(注 )期末発行済株式数(連結) 15年 9月中間期     76,073,305株 14年 9月中間期     76,824,134株

15年 3月期     76,776,943株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年 9月中間期        4,178      △7,828       △6,949       10,794
14年 9月中間期        8,083     △11,333         △831       19,109

15年 3月期       17,629     △19,841          324      21,253

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   22     0     5

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    1     0     0     0

2.16年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期      263,000      12,000       7,400

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          95円71銭

上 記 の 予 想 は 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 、 今
後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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１．企業集団の状況 
 
 当企業集団は株式会社東海理化電機製作所（当社）及び関係会社２９社より構成され自動車用電装
部品、同車体部品、農業機械用部品、産業車両用部品、家庭電機用部品、医療機器等の製造、販売を
主な事業としているほか、これらに附帯する一切の業務を行っております。 
 当企業集団における事業の系統図は次の通りであります。 
 

 
東海理化サービス㈱※ 
その他東海理化サービス㈱ 
の子会社２社※ 

運  輸 
構内作業 

製 品 

 
恵那東海理化㈱※ 
エヌ・エス・ケイ㈱※ 
㈱豊賀※ 
㈱ミロクテクノウッド♯ 

 
海   外   得   意   先 

 
国 内 得 意 先 トヨタ自動車㈱ 

 

株 

式 
会 
社 

 

東 

海 

理 

化 

電 

機 

製 

作 

所 

（ 

製 

造 

・ 

販 

売 

） 

［海     外］ ［国     内］ 

製 品 
部 品 

 
理化精機㈱※ 
㈱エビシ♯ 
東海理化販売㈱♯ 

部 品 

 
※：連結対象子会社 
♯：関連会社で持分法適用会社 
§：関連会社で持分法非適用会社 

 
理嘉工業㈱※ 
天津東海理化汽車部件㈲※ 
無錫理昌科技㈲※ 
ＴＲＰ㈱※ 
タイシートベルト㈱※ 
トウカイリカ（タイランド）㈱※ 
㈱ＳＴＦ♯ 
㈱新昌電機♯ 
ミンダリカ㈱§ 

 

製 

品  

 

製 

品 

 

製 

品 

部 品 

 
ＴＲＡＭ㈱※ 
ＴＡＣマニュファク 
チャリング㈱※ 
ＴＲＩＮ㈱※ 
 ＴＲＭＩ㈱※ 
 トウカイリカカナダ 
       ㈱※ 

部 品 

製 品 

部 品 

金型、治工具 
補 助 材 料 
原 材 料  

 ＴＲＣＺ㈲※ 
ＴＲＢ㈱※ 
トウカイリカベルギー㈱※ 

＜欧 州＞ 

＜アジア＞ 

＜北 米＞ 

 
ＴＲＢＲ インダストリア
イ コメルシオ㈲※ 

＜南 米＞ 

 

製 

品 

部 品 
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２．経 営 方 針 
 
 

（１）経営の基本方針 

①経営理念 
・お客様に喜ばれる商品を創造し、豊かな社会づくりに貢献する 
・個性とチャレンジ精神を尊重し、若さと夢あふれた企業をめざす 
・社会の一員として、法と倫理を遵守し自然・地域と共生する企業をめざす 
 
②２０１０ ＶＩＳＩＯＮ（テーマ：世界へ飛翔 期待される企業） 

 ・創造的な「事業」活動を通して成果を世界に提供 
 ・世界の信頼を得るため、事業活動に不可欠な企業「基盤」を改革 
・企業基盤を効果的に活用し、社員一人ひとりの満足につなげるための「風土」づくり 
 

③長期経営方針 

 ・期待されるグローバル企業の具現化と経営基盤の確立 
 
④長期事業戦略 

・国際競争力Ｎｏ.１のシステム、モジュール製品の開発、生産 
・世界４極を中心にした開発、生産体制の中で、世界中の市場に販売活動を展開 
・世界Ｎｏ.１品質への長期チャレンジプログラムの策定と貫徹 
・既存のコアコンピタンスを活かした新規事業への進出 
・国際ビジネスで通用する人材の国内外での早期養成、採用 
・「中長期環境取り組みプラン」に基づく取り組み推進 
 
上記基本方針に基づき、当社及びグループ企業の経営基盤の再構築と総合力の向上をはかり、
自動車部品専門メーカーとしての地位を確固たるものにし、世界Ｎｏ.１の製品を供給できる企
業の確立を図ってまいります。 

 
（２）利益配分に関する基本方針 
 株主の皆様の利益を重要な経営方針の一つとし、安定的な配当の継続を基本に、業績及び配
当性向等を総合的に勘案してまいりたいと考えております。内部留保につきましては、企業体
質の一層の充実、強化並びに事業展開のための投資に充当し、将来にわたり株主各位のご期待
にそうべく努力いたしてゆく所存であります。 

 
（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
    株式投資単位の引下げが株式市場に個人投資家層の参加を促すための有効な施策であると認
識しておりますが、一方で株式投資単位の引下げはその費用並びに効果などを慎重に検討した
うえで今後業績及び株価等を勘案して、投資単位引下げの実施について検討してまいる所存で
あります。 
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（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社及びグループ企業は、企業競争力強化の観点から経営判断の迅速化を図るとともに、経
営の透明性の観点から経営のチェック機能の充実を重要課題としております。取締役会は経営
の基本方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定するとともに、業務
執行状況を監督する機関と位置付けております。一方、取締役社長を委員長とする倫理委員会
を設置し、社員へは「行動規準」を制定し、コンプライアンスの徹底を図っております。 
 
②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

（ａ）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・

ガバナンス体制の状況 

当社は監査役制度を採用しており、全５名の監査役のうち社外監査役として３名選
任しております。 
経営管理組織としましては株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人等の法律上
の機能に加えて、「倫理委員会」を設置し、企業活動全般について法律面や企業倫理
面からのチェックを行っております。 
 

（ｂ）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他

利害関係の概要 

当社では社外取締役は選任しておりませんが、社外監査役３名のうち１名はその他
の関係会社の現任取締役であります。 

 
（ｃ）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施

状況 

経営の基本方針その他重要事項を決定する取締役会を毎月最低１回は開催しており、
常勤監査役は当会に毎回出席し、コーポレート・ガバナンスの強化を図っております。 

 

（５）対処すべき課題 
「グローバル事業を始めとする成長戦略を展開」するとともに、お客様の信頼確保と強固な
経営基盤の確立、自ら改善し、やり抜く人材の育成と企業文化の醸成を最重点課題に掲げ、 
    ・世界Ｎｏ.１品質の実現 
・コスト競争力世界Ｎｏ.１製品の実現 

    ・他社の追随を許さない新製品、新技術、新生産技術の開発、商品化 
・地域別、製品別、客先別の事業戦略を明確にし、世界のお客様への販売活動を推進 
・ＴＰＳ活動の徹底による強い生産現場の実現 
・社会、環境、安全を重視した事業運営 
・自ら改善し、やり抜く人材の育成と企業文化を醸成する諸活動の展開 

  などあらゆる経営諸施策に取り組んでまいります。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
（１）経営成績 
   ①当中間期の業績 
当中間期の世界経済は、ＳＡＲＳによりアジア経済が一時的に混乱しましたが、足踏みしてい
た米国経済が再び成長局面に転じ明るさを取り戻してきたことから、総じて堅調に推移いたしま
した。わが国経済は、企業収益の改善など景気回復に向けた動きがでてきたものの、急激な円高
や雇用情勢など懸念事項もあり、依然として楽観視できない状況のまま推移いたしました。 
自動車業界におきましては、国内販売は普通トラックが排出ガス規制の代替需要で底堅いもの
の、小型乗用車や軽自動車が低迷したため、３年連続で前年同期を下回りました。輸出も欧州向
けは増加しましたが、北米向けや中近東向けが減少したことなどから２年ぶりに前年同期を下回
りました。この結果、国内自動車生産台数も２年ぶりに前年同期を下回りました。 
このような環境の中で、当中間期の業績につきましては、スイッチ類やシートベルトなどの拡
販を積極的に推進した結果、連結売上高は１２６,６８６百万円と前年同期に比べ８,２８４百万
円（７.０％）の増収となりました。利益につきましては、売上高の増加や原価改善などにより、
連結営業利益は４,９３８百万円と前年同期に比べ１,２８２百万円（３５.１％）、連結経常利益
は５,５０８百万円と前年同期に比べ２,０１６百万円（５７.７％）の増益となりました。なお、
連結中間純利益は３,２９３百万円と前年同期に比べ１,００２百万円（２３.３％）の減益となり
ました。これは前年に厚生年金基金代行部分返上益や確定拠出年金制度への移行に伴う利益を特
別利益として計上したことによるものです。なお、中間配当金につきましては、１株につき６円
とさせていただきます。 
また、本年６月、北米におけるシートベルト事業を一層強化するため、合弁会社，Ｑｕａｌｉ
ｔｙ Ｓａｆｅｔｙ Ｓｙｓｔｅｍｓ Ｃｏｍｐａｎｙ(略称ＱＳＳ)のパートナーであったＴＲ
Ｗカナダ社の持分全てを買収し、ＱＳＳを当社の１００％支配下に置きました。 
更に、本年８月、自動車用ミラー製品に関し、世界トップレベルのグローバルサプライヤーを
目指すため、株式会社村上開明堂と業務提携契約を締結いたしました。 

 
   ②通期の見通し 
今後の世界経済は、回復基調の米国経済を軸に緩やかに成長を続けるものと思われます。 
わが国経済も為替相場、デフレ、不良債権処理など懸念事項はあるものの、堅調な民間設備投
資など内需が下支えし、全体としては景気回復の動きが増してくるものと思われます。 
自動車業界におきましては、国内販売はメーカー各社が魅力的な新型車を次々と投入し需要を
喚起していますが、厳しい雇用情勢下、消費者の購買意欲は伸び悩み、前期を下回ることも予想
されます。輸出は仕向地の景気、為替相場、現地生産化などの影響を受けやすく、見通しが立て
にくいことから前期並と考えております。以上のことから国内自動車生産は前期を若干下回るの
ではないかと思われます。 
このような経営環境のもと、グローバル事業を始めとする成長戦略の展開を推進するとともに、
自ら改善し、やり抜く人材の育成と企業文化の醸成を最重点課題に掲げ、 
    ・世界Ｎｏ.１品質の実現に向けて、仕入先も含めた徹底的な品質改善活動の展開 
・コスト競争力世界Ｎｏ.１製品の実現と収益性向上を目指した諸活動の展開 

    ・他社の追随を許さない新製品、新技術、新生産技術の開発、商品化 
・地域別、製品別、客先別の事業戦略を明確にし、世界のお客様への販売活動を推進 
・グループ全社をあげてのＴＰＳ活動の徹底による強い生産現場の実現 
・社会、環境、安全を重視した事業運営の促進 
・自ら改善し、やり抜く人材の育成と企業文化を醸成する諸活動の展開 

などあらゆる経営諸施策に取り組んでまいります。 
通期の業績につきましては、当中間期同様、積極的な拡販や原価改善に取り組み、連結売上高
２６３,０００百万円、連結経常利益１２,０００百万円、連結当期純利益７,４００百万円とな
る見込みであります。 
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（２）財政状態 
    当中間期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、１０,７９４
百万円となり前期末より１０,４５９百万円減少いたしました。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は４,１７８百万円となりました。これは主に税金等調整前中間純
利益５,５４４百万円、減価償却費４,８７５百万円等による増加と、法人税等の支払額２,８８８
百万円等による減少の結果であります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は７,８２８百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得
による支出６,９７７百万円、連結子会社の株式取得による支出２,３７２百万円等によるもので
あります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果使用した資金は６,９４９百万円となりました。これは主に社内預金払戻しによ
る支出６,１６４百万円、自己株式の取得による支出５６７百万円、配当金の支払額４６０百万円
等によるものであります。 



－6－ 

４．中間連結財務諸表等 
 

（１）中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

科      目 
当 中 間 期       
   平成15年 
    9月30日現在 

前    期 
   平成15年 
     3月31日現在 

増    減  
前年中間期       
   平成14年 
     9月30日現在 

（ 資 産 の 部 ） 

 

 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受取手形及び売掛金 

   有 価 証 券 

   た な 卸 資 産 

   繰 延 税 金 資 産 

   その他 の流動資産 

   貸 倒 引 当 金 

 

 

 固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

   建 物 及 び 構 築 物           

   機械装置及び運搬具           

   工 具 器 具 備 品           

   土        地 

   建 設 仮 勘 定           

  無 形 固 定 資 産 

   ソ フ ト ウ ェ ア 

     その他の無形固定資産 

   連 結 調 整 勘 定 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券           

   長 期 貸 付 金           

   前 払 年 金 費 用           

   繰 延 税 金 資 産           

   その他の投資その他の資産 

   貸 倒 引 当 金           

 

 

 

 

 

 

８１,７０４ 

５,３２５ 

４２,０５０ 

９,１７３ 

１６,４９７ 

４,４００ 

４,２９６ 

△     ３９ 

 

 

１００,５２２ 

６３,９５５ 

２０,９６７ 

１９,７２９ 

６,７７５ 

９,７９２ 

６,６９０ 

２,７６４ 

９５３ 

１５２ 

１,６５８ 

３３,８０２ 

２２,１６９ 

４６４ 

３,３１２ 

５,７３８ 

２,２４７ 

△    １２９ 

 

 

 

 

 

 

８５,９１４ 

５,４０９ 

３８,８７６ 

１８,５３６ 

１４,５３２ 

４,２２２ 

４,３９８ 

△     ６２ 

 

 

９７,４１０ 

６１,１２３ 

２０,３７８ 

１９,３８２ 

６,１９２ 

９,７６９ 

５,３９９ 

１,０１６ 

８６２ 

１５４ 

－ 

３５,２７１ 

２３,８６２ 

４９８ 

３,３１７ 

５,４１４ 

２,３４９ 

△    １７０ 

 

 

 

 

 

 

△  ４,２１０ 

△     ８４ 

  ３,１７４ 

△  ９,３６３ 

１,９６５ 

１７８ 

△    １０２ 

     ２３ 

 

 

３,１１２ 

  ２,８３２ 

  ５８９ 

３４７ 

５８３ 

     ２３ 

１,２９１ 

  １,７４８ 

     ９１ 

△      ２ 

１,６５８ 

△  １,４６９ 

△  １,６９３ 

△     ３４ 

△      ５ 

３２４ 

△    １０２ 

     ４１ 

 

 

 

 

 

 

 

７８,６３３ 

３,６７５ 

３６,４０３ 

１７,１７９ 

１３,５３２ 

３,６３１ 

４,２４６ 

△     ３５ 

 

 

９４,６９５ 

５９,２４６ 

２０,４７５ 

１８,９９１ 

６,２２４ 

９,７７３ 

３,７８２ 

６８０ 

５２１ 

１５８ 

－ 

３４,７６８ 

２４,２０９ 

５２５ 

３,２２３ 

５,５２７ 

１,４７４ 

△    １９２ 

 

 

 

 

資 産 合 計 １８２,２２７ １８３,３２５ △  １,０９８  １７３,３２８ 

      （注）１．有 形 固 定 資 産 の 
     減 価 償 却 累 計 額 １６３,３３０ １５６,１０２ ７,２２８  １５１,８９５ 
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（単位：百万円） 

科      目 

当 中 間 期       
   平成15年 
    9月30日現在 

前    期 
   平成15年 
     3月31日現在 

増    減  
前年中間期       
   平成14年 
     9月30日現在 

（ 負 債 の 部 ） 
 
 流 動 負 債 
   支払手形及び買掛金 
   短 期 借 入 金 
   未  払  費  用 
   未 払 法 人 税 等 
   繰 延 税 金 負 債 
   従 業 員 預 り 金 
   賞 与 引 当 金 
   製 品 保 証 引 当 金 
   愛・地球博出展引当金 
   そ の 他 の流動負債 
 
 固 定 負 債 
   転 換 社 債           
   長 期 借 入 金           
   長 期 未 払 金           
   繰 延 税 金 負 債 
   退 職 給 付 引 当 金           
   役員退職慰労引当金           
   連 結 調 整 勘 定           

 
負  債  計 

 
（ 少 数 株 主 持 分 ） 

 
 少 数 株 主 持 分 
 
（ 資 本 の 部 ） 
 

 資     本     金 

 資 本 剰 余 金             

 利 益 剰 余 金             

 その他有価証券評価差額金 

 為 替 換 算 調 整 勘 定 

 自 己 株 式 
 
資  本  計 

 
 

６０,１０４ 

３５,７０６ 
３,７４２ 
５,８７２ 
２,８７５ 
４１ 
－ 

４,１５４ 
４,５３６ 
１４ 

３,１５９ 

 
３１,９５７ 

１５,６０７ 
４７９ 
４５２ 
１３９ 

１４,９３３ 
３４６ 
－ 

 
９２,０６２ 

 

 

 

１,８２４ 

 

 

 

１５,０８７ 

１７,３４１ 

５６,４５０ 

１,１０１ 

△    ３４２ 

△  １,２９７ 

 

８８,３４０ 

 
 

６４,３０４ 

３４,４０９ 
３,３９８ 
５,３１０ 
２,９８４ 
－ 

６,１６４ 
３,８４７ 
４,０２１ 
４ 

４,１６２ 

 
３１,９７９ 

１５,６０７ 
４７９ 
９０７ 
１４５ 

１４,４５８ 
３５２ 
２７ 

 
９６,２８３ 

 

 

 

１,７４３ 

 

 

 

１５,０８７ 

１７,３４１ 

５３,７３７ 

７６３ 

△    ９０２ 

△    ７２７ 

 

８５,２９８ 

 
 

△  ４,２００ 

１,２９７ 
    ３４４ 
    ５６２ 
△    １０９ 

４１ 
△  ６,１６４ 

３０７ 
５１５ 
１０ 

△  １,００３ 
 

△     ２２ 

－ 
△      ０ 
△    ４５５ 
△      ６ 
    ４７５ 
△      ６ 
△     ２７ 

 
△  ４,２２１ 

 
 
 

     ８１ 

 
 
 

－ 

－ 

  ２,７１３ 

    ３３８ 

    ５６０ 

△    ５７０ 

 

 ３,０４２ 

 

 
 

５７,３３０ 

３１,４３２ 
１,７９８ 
５,２５３ 
１,８４３ 
－ 

６,４４６ 
４,２４７ 
３,４１４ 
－ 

２,８９４ 

 
３１,６３１ 

１５,６０７ 
４７８ 
９１１ 
－ 

１４,２８９ 
３１０ 
３５ 

 
８８,９６２ 

 

 

 

１,６７１ 

 

 

 

１５,０８７ 

１７,３４１ 

５０,９８９ 

８２５ 

△    ８５６ 

△    ６９１ 

 

８２,６９５ 

負債、少数株主持分及び資本合計 １８２,２２７ １８３,３２５ △  １,０９８  １７３,３２８ 

 （注）２．保  証  債  務 
   ３．自 己 株 式 の 数           

２３５ 
1,489,352株 

２８９ 
785,714株 

△     ５４ 
703,638株 

 ３４９ 
738,523株 
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（２）中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 

 
科      目 
 

当 中 間 期       
自 15.４. 1 
至 15.９.30 

前年中間期       
自 14.４. 1 
至 14.９.30 

 
増    減 
 

 前    期 
自 14.４. 1 
至 15.３.31 

売     上     高 

売 上 原 価             

 売 上 総 利 益             

販売費及び一般管理費             

営 業 利 益             

営 業 外 収 益             

 受 取 利 息 配 当 金             
 持分法による投資利益             
 為 替 差 益             
 そ の 他 の 営 業 外 収 益             
営 業 外 費 用             

 支 払 利 息             
 為 替 差 損             
 そ の 他 の 営 業 外 費 用             
経 常 利 益             

特 別 利 益             

 固 定 資 産 売 却 益             
 貸 倒 引 当 金 戻 入 
 厚生年金基金代行部分返上益  
 確定拠出年金制度への移行に伴う利益 
特 別 損 失             

 固 定 資 産 売 ・ 除 却 損             
 投 資 有 価 証 券 評 価 損             
 過年度役員退職慰労引当金繰入額  

税金等調整前中間（当期）純利益 

法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額             
少 数 株 主 利 益             
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             

１２６,６８６ 

１０９,７７４ 

１６,９１１ 

１１,９７３ 

４,９３８ 

７６６ 

１９１ 
１３４ 
１１６ 
３２３ 
１９６ 

１１９ 
－ 
７７ 

５,５０８ 

３６ 

－ 
３６ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 

５,５４４ 

２,９９０ 
△    ８８５ 
△    １４６ 
３,２９３ 

１１８,４０２ 

１０３,０１３ 

１５,３８８ 

１１,７３２ 

３,６５６ 

３３７ 

１２２ 
７１ 
－ 
１４３ 
５０１ 

１８０ 
２４２ 
７８ 

３,４９２ 

４,７６８ 

１１１ 
－ 

３,９８６ 
６７０ 
３４６ 

１４０ 
－ 
２０５ 
７,９１４ 

１,９７１ 
１,５２７ 

△    １１９ 
４,２９５ 

８,２８４ 

６,７６１ 

１,５２３ 

２４１ 

１,２８２ 

４２９ 

６９ 
６３ 
１１６ 
１８０ 

△    ３０５ 

△     ６１ 
△    ２４２ 
△      １ 
  ２,０１６ 

△  ４,７３２ 

△    １１１ 
３６ 

△  ３,９８６ 
△    ６７０ 
△    ３４６ 

△    １４０ 
－ 

△    ２０５ 
△  ２,３７０ 

１,０１９ 
△  ２,４１２ 
△     ２７ 
△  １,００２ 

 

２４３,９９８ 

２１０,５６４ 

３３,４３３ 

２３,６６７ 

９,７６６ 

７７３ 

２９２ 
２０２ 
－ 
２７７ 
５５２ 

２８７ 
１４３ 
１２１ 
９,９８６ 

４,７８７ 

１３０ 
－ 

３,９８６ 
６７０ 
６７４ 

１７０ 
２９７ 
２０５ 

１４,１００ 

５,０７８ 
  １,２９４ 
△    ２２３ 
７,５０４ 

 
 

（３）中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

 
科      目 
 

当 中 間 期       
自 15.４. 1 
至 15.９.30 

前年中間期       
自 14.４. 1 
至 14.９.30 

 
増    減 
 

 前    期 
自 14.４. 1 
至 15.３.31 

（資本剰余金の部        ） 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高             

資本剰余金中間期末（期末）残高  

             

（利益剰余金の部        ） 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高             

利 益 剰 余 金 増 加 高             

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  
利 益 剰 余 金 減 少 高             

 配     当     金 
 役 員 賞 与             
利益剰余金中間期末（期末）残高  

 

１７,３４１ 

１７,３４１ 

 

 

５３,７３７ 

３,２９３ 

３,２９３ 
５７９ 

４６０ 
１１８ 

５６,４５０ 

 

１７,３４１ 

１７,３４１ 

 

 

４７,３１０ 

４,２９５ 

４,２９５ 
６１６ 

４６４ 
１５２ 

５０,９８９ 

 

－ 

－ 

 

 

６,４２７ 

△  １,００２ 

△  １,００２ 
△     ３７ 

△      ４ 
△     ３４ 
５,４６１ 

 

 

１７,３４１ 

１７,３４１ 

 

 

４７,３１０ 

７,５０４ 

７,５０４ 
１,０７７ 

９２５ 
１５２ 

５３,７３７ 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

（単位：百万円） 

科      目 
当 中 間 期      
自 15.４. 1 
至 15.９.30 

前年中間期 
自 14.４. 1 
至 14.９.30 

増    減  
前      期 
自 14.４. 1 
至 15.３.31 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
    税金等調整前中間（当期）純利益                   
    減 価 償 却 費                   
    連 結 調 整 勘 定 償 却 額                   
    貸 倒 引 当 金 の 増 減 額                   
    賞 与 引 当 金 の 増 減 額                   
    製 品 保 証 引 当 金 の 増 減 額                   
    退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額                   
    役員退職慰労引当金の増減額                   
    受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                   
    支 払 利 息                   
    為 替 差 損 益                   
    持 分 法 に よ る 投 資 利 益                   
    厚生年金基金代行部分返上益                   
    確定拠出年金制度への移行に伴う利益                   
    過年度役員退職慰労引当金繰入額                   
    有 形 固 定 資 産 売 ・ 除 却 損                   
    投 資 有 価 証 券 評 価 損                   
    売 上 債 権 の 増 減 額                   
    た な 卸 資 産 の 増 減 額                   
    仕 入 債 務 の 増 減 額                   
    未 払 消 費 税 等 の 増 減 額                   
    役 員 賞 与 支 払 額                   
    そ        の        他 

 
５,５４４ 
４,８７５ 

△      １ 
△     ５８ 

３０６ 
３６１ 

    ３５５ 
△      ５ 
△    １９１ 

１１９ 
      ２ 
△    １３４ 

－ 
－ 
－ 
１６５ 
－ 

△  ２,４３０ 
△    ７７２ 

３６７ 
△    １１４ 
△    １２１ 
△  １,３２３ 

 
７,９１４ 
４,７２１ 

△      ２ 
４５ 
２２３ 
７０５ 

△    ５０７ 
△     １９ 
△    １２２ 

１８０ 
△      ０ 
△     ７１
△  ３,９８６ 
△    ６７０ 

２０５ 
１７０ 
－ 

１,５３７ 
△    ６０９ 
１,６３１ 
１９ 

△    １５４ 
△    ７８７ 

 
△  ２,３７０ 

１５４ 
１ 

△    １０３ 
８３ 

△    ３４４ 
    ８６２ 
     １４ 
△     ６９ 
△     ６１ 
      ２ 
△     ６３ 
  ３,９８６ 
    ６７０ 
△    ２０５ 
△      ５ 

－ 
△  ３,９６７ 
△    １６３ 
△  １,２６４ 
△    １３３ 
     ３３ 
△    ５３６ 

 

 
１４,１００ 
１０,１８１ 
△      ３ 

８８ 
△    １７５ 
１,２１０ 

△    ４３５ 
２２ 

△    ２９２ 
２８７ 
１８ 

△    ２０２ 
△  ３,９８６ 
△    ６７０ 

２０５ 
２２５ 
２９７ 

△    ９１３ 
△  １,６４１ 
４,６４７ 
１０６ 

△    １５４ 
△    ７８９ 

小          計 ６,９４３ １０,４２４ △  ３,４８１  ２２,１２５ 

    利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                   
    利 息 の 支 払 額                   
    法 人 税 等 の 支 払 額                   

２４６ 
△    １２３ 
△  ２,８８８ 

１５８ 
△    １２９ 
△  ２,３６９ 

     ８８ 
６ 

△    ５１９ 
 

３５３ 
△    ２８９ 
△  ４,５５９ 

   営業活動によるキャッシュ・フロー ４,１７８ ８,０８３ △  ３,９０５  １７,６２９ 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
    有 価 証 券の 売 却 に よ る 収 入                   
    有形固定資産の取得による支出                   
    有形固定資産の売却による収入                   
    投資有価証券の取得による支出                   
    投資有価証券の売却による収入                   
    連結子会社の株式取得による支出                   
    関係会社出資持分の追加取得による支出 
    貸 付 け に よ る 支 出                   
    貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                   
    そ        の        他 

 
１,１００ 

△  ６,９７７ 
３３ 

△    ３０６ 
３１７ 

△  ２,３７２ 
      － 
△     ９２ 

１５０ 
    ３１９ 

 
１,２０２ 

△  ８,０７４ 
２５４ 

△  ５,２５９ 
８００ 
－ 

△    ２０９ 
△    １２３ 

１６０ 
△     ８３ 

 
△    １０２ 
  １,０９７ 
△    ２２１ 
  ４,９５３ 
△    ４８３ 
△  ２,３７２ 
    ２０９ 

３１ 
△     １０ 

４０２ 

 

 
１,７０２ 

△ １４,４１６ 
３７９ 

△  ６,８９７ 
１,２８３ 
－ 

△    ２０９ 
△    ２５２ 

３１９ 
△  １,７５１ 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △  ７,８２８ △ １１,３３３   ３,５０５  △ １９,８４１ 

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
    短 期 借 入 金 の 増 減 額                   
    配 当 金 の 支 払 額                   
    少数株主への配当金の支払額                   
    社 内 預 金 払 戻し に よ る 支 出                   
    自 己 株 式の 取 得 に よ る 支 出                   
    そ        の        他 

 
３１６ 

△    ４６０ 
△     ７１ 
△  ６,１６４ 
△    ５６７ 
△      ２ 

 
７９ 

△    ４６３ 
△     ２１ 

－ 
△    ４２０ 
△      ６ 

 
    ２３７ 
      ３ 
△     ５０ 
△  ６,１６４ 
△    １４７ 
      ４ 

 

 
１,７３３ 

△    ９２４ 
△     ２１ 

－ 
△    ４２０ 
△     ４２ 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △  ６,９４９ △    ８３１ △  ６,１１８  ３２４ 

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額     １４０ △    １５７     ２９７  △    ２０７ 

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ １０,４５９ △  ４,２３８ △  ６,２２１  △  ２,０９４ 

 Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 ２１,２５３ ２３,３４７ △  ２,０９４  ２３,３４７ 

 Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 １０,７９４ １９,１０９ △  ８,３１５  ２１,２５３ 
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 （注）現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されている科目の金額 
    との関係 

（単位：百万円） 

 
 

当 中 間 期      
 平成15年 
9月30日現在  

前年中間期 
 平成14年 
9月30日現在  

増   減 
 前   期 
 平成15年 
3月31日現在 

    現 金 及 び 預 金 勘 定                   
    有 価 証 券 勘 定                   

５,３２５ 
９,１７３ 

３,６７５ 
１７,１７９ 

  １,６５０ 
△  ８,００６ 

 
５,４０９ 
１８,５３６ 

計 １４,４９９ ２０,８５５ △  ６,３５６  ２３,９４６ 
    預入期間が３ヶ月を超える定期預金                   △     ３２ △     ３１ △      １  △    ３２７ 
    取得日から償還日までの期間が３ヶ月を超える短期投資 △  ３,６７２ △  １,７１４ △  １,９５８  △  ２,３６５ 
    現 金 及 び 現 金 同 等 物                   １０,７９４ １９,１０９ △  ８,３１５  ２１,２５３ 
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〔 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 〕 
 
 １．連結の範囲 
子会社はすべて連結されております。 
当該子会社は、恵那東海理化㈱、エヌ・エス・ケイ㈱、東海理化サービス㈱、愛三興業㈱、理化トランスポ
ート㈱、㈱豊賀、理化精機㈱、ＴＲＡＭ㈱、ＴＡＣマニュファクチャリング㈱、ＴＲＩＮ㈱、ＴＲＭＩ㈱、
トウカイリカカナダ㈱、ＴＲＢＲ インダストリア イ コメルシオ㈲、トウカイリカベルギー㈱、ＴＲＣＺ
㈲、ＴＲＢ㈱、理嘉工業㈱、天津東海理化汽車部件㈲、無錫理昌科技㈲、ＴＲＰ㈱、タイシートベルト㈱、
トウカイリカ（タイランド）㈱の22社であります。 
なお、平成15年6月にトウカイリカカナダ㈱を当社の子会社として設立したため、当中間期より連結の範囲に
含めております。 

 
 ２．持分法の適用 
関連会社である㈱エビシ、東海理化販売㈱、㈱ミロクテクノウッド、㈱ＳＴＦ、㈱新昌電機の５社について、
持分法を適用しております。なお、上記以外の関連会社（１社）は、それぞれ中間連結純損益及び利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しておりま
す。 

 
 ３．連結子会社の中間決算日等 
連結子会社のうち、ＴＲＡＭ㈱、ＴＡＣマニュファクチャリング㈱、ＴＲＩＮ㈱、ＴＲＭＩ㈱、トウカイリカ
カナダ㈱、ＴＲＢＲ インダストリア イ コメルシオ㈲、トウカイリカベルギー㈱、ＴＲＣＺ㈲、ＴＲＢ㈱、理
嘉工業㈱、天津東海理化汽車部件㈲、無錫理昌科技㈲、ＴＲＰ㈱、タイシートベルト㈱、トウカイリカ（タイ
ランド）㈱の中間決算日は6月30日であり、中間連結決算日（9月30日）と異なっておりますが、決算日の差異
が３ヶ月を超えていないため、当該子会社の中間財務諸表を使用して中間連結財務諸表を作成しております。
但し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 
 ４．会計処理基準 
 
  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
   ①  有価証券の評価基準及び評価方法 
  その他有価証券 

    時価のあるもの ・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 
                 より算定） 
    時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

   ②  たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 ・当   社 

   製品、原材料、仕掛品 ・・・ 総平均法による原価法 
   貯 蔵 品      ・・・ 先入先出法による原価法 
・連結子会社 
   主として総平均法による低価法 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   ①  有形固定資産 
 ・当   社 
 減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定率法 

但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、工具器具備品に含まれる金型につ
いては減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定額法 
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。但し、平成10年3月以前に取得し
た建物については、平成10年度の法人税法の改正前の耐用年数を適用しております。 

 ・連結子会社 
 主として独自の見積耐用年数による定額法 

   ② 無形固定資産  ・・・ 定額法 
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（5年）に基づい
ております。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 
    ①  貸 倒 引 当 金   ・・・ 
 
 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。 

   ②  賞 与 引 当 金   ・・・ 
 

従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給実績を基準として賞与支給対象期
間のうち当中間期に対応する額を計上しております。 

   ③  製品保証引当金   ・・・ 
 

製品の品質保証期間内に発生する保証費用の支出に備えるため、過去の実績
を基礎にして当中間期に対応する発生見込額を計上しております。 

   ④ 愛・地球博出展引当金・・・ 「愛・地球博」の出展費用の支出に備えるため、当社が負担する出展費用総
見積額のうち、当中間期に対応する額を計上しております。 
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   ⑤ 退職給付引当金   ・・・ 
 

主として従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる
額を計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（15年）による定額法により、発生年度の翌期から費用処理することと
しております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（5年）による定額法により、費用処理しております。 

   ⑥ 役員退職慰労引当金 ・・・ 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計
上しております。 

  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の・・・ 
       本邦通貨への換算の基準 
 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子
会社等の資産及び負債は各社の中間決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換
算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含
めております。 

  (5) 重要なリース取引の処理方法・・・ 
        
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 
   ① ヘッジ会計の方法・・・・・・ 
 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理
の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象・・・ ヘッジ手段 ： 為替予約 
ヘッジ対象 ： 外貨建輸出債権及び外貨建予定取引 

   ③ ヘッジ方針・・・・・・・・・ 主として社内規程に基づき、為替相場動向等を勘案の上、為替変動リス
クをヘッジしております。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法・・・ 外貨建輸出債権は、個別予約を行っており、為替相場の変動による相関
関係は完全に確保されているため、ヘッジは有効であります。 
また、外貨建予定取引については、取引条件の予測可能性及び実行可能
性に基づき、ヘッジ対象としての適格性を検討することにより、有効性
の評価を実施しております。 

  (7) 消費税等の会計処理・・・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
   
 ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得
日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 
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５．セグメント情報  
 

（１）事業の種類別セグメント情報 
 
当社連結企業集団は、スイッチ、キーロック、シートベルト等、自動車用電装部品並びに車体部品の専門メーカ
ーであり、当該部品の売上高及び営業利益の金額がそれぞれ全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の
合計の90％超となっているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
（２）所在地別セグメント情報 
 
 当 中 間 期      （自 平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日） 

（単位：百万円） 
 日  本 北  米 その他の地域 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部売上高  

 
99,199 
9,954 

 
19,272 
53 

 
8,214 
1,389 

 
126,686 
11,397 

 
－ 

△11,397 

 
126,686 
－ 

計 109,153 19,325 9,604 138,083 △11,397 126,686 

営 業 費 用 105,657 18,687 8,843 133,188 △11,440 121,747 

営 業 利 益 3,495 638 761 4,895 42 4,938 

 
(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
     (1) 北    米 ・ ・ ・ アメリカ、カナダ 
     (2) その他の地域 ・ ・ ・ イギリス、中国、台湾、フィリピン、タイ 
 
 前年中間期 （自 平成１４年４月１日  至 平成１４年９月３０日） 

（単位：百万円） 
 日  本 北  米 その他の地域 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部売上高  

 
93,862 
8,744 

 
19,751 
25 

 
4,788 
1,390 

 
118,402 
10,161 

 
－ 

△10,161 

 
118,402 
－ 

計 102,607 19,777 6,178 128,563 △10,161 118,402 

営 業 費 用 99,829 19,418 5,686 124,934 △10,188 114,746 

営 業 利 益 2,777 358 492 3,628 27 3,656 

 
(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
     (1) 北    米 ・ ・ ・ アメリカ、カナダ 
     (2) その他の地域 ・ ・ ・ イギリス、中国、台湾、フィリピン、タイ 
 
 前   期 （自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日） 

（単位：百万円） 
 日  本 北  米 その他の地域 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部売上高  

 
195,529 
17,711 

 
37,595 
63 

 
10,872 
2,665 

 
243,998 
20,441 

 
－ 

△20,441 

 
243,998 
－ 

計 213,241 37,659 13,538 264,439 △20,441 243,998 

営 業 費 用 204,989 36,901 12,709 254,600 △20,368 234,232 

営 業 利 益 8,252 758 829 9,839 △    73 9,766 

 
(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
     (1) 北    米 ・ ・ ・ アメリカ、カナダ 
     (2) その他の地域 ・ ・ ・ イギリス、中国、台湾、フィリピン、タイ 
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（３）海 外 売 上 高 

 

  当 中 間 期      （自 平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日） 
（単位：百万円） 

 北    米 その他の地域 計 

 Ⅰ 海 外 売 上 高 20,727 10,483 31,210 

 Ⅱ 連 結 売 上 高   126,686 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合 

％ 
16.4 

％ 
8.2 

％ 
24.6 

 
  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ２．各区分に属する主な国又は地域 
       (1) 北    米 ・・・ アメリカ、カナダ 
       (2) その他の地域 ・・・ イギリス、中国、台湾、フィリピン、タイ 
     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額 
       （但し、連結会社間の内部売上高を除く）であります。 
 
  前年中間期 （自 平成１４年４月１日  至 平成１４年９月３０日） 

（単位：百万円） 

 北    米 その他の地域 計 

 Ⅰ 海 外 売 上 高 20,981 5,955 26,937 

 Ⅱ 連 結 売 上 高   118,402 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合 

％ 
17.7 

％ 
5.1 

％ 
22.8 

 
  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ２．各区分に属する主な国又は地域 
       (1) 北    米 ・・・ アメリカ、カナダ 
       (2) その他の地域 ・・・ イギリス、中国、台湾、フィリピン、タイ 
     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額 
       （但し、連結会社間の内部売上高を除く）であります。 
 
  前   期 （自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 北    米 その他の地域 計 

 Ⅰ 海 外 売 上 高 39,746 14,185 53,931 

 Ⅱ 連 結 売 上 高   243,998 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合 

％ 
16.3 

％ 
5.8 

％ 
22.1 

 
  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ２．各区分に属する主な国又は地域 
       (1) 北    米 ・・・ アメリカ、カナダ 
       (2) その他の地域 ・・・ イギリス、中国、台湾、フィリピン、タイ 
     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額 
       （但し、連結会社間の内部売上高を除く）であります。 
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６．リ ー ス 取 引 
 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（単位：百万円） 

 
当 中 間 期      
自 15. 4. 1 
至 15. 9.30 

前年中間期 
自 14. 4. 1 
至 14. 9.30 

前   期 
自 14. 4. 1 
至 15. 3.31 

(1) 取 得 価 額 相 当 額              
(2) 減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              
(3) 中間期末（期末）残高相当額 
(4) 未 経 過 リ ー ス 料              
  中間期末（期末）残高相当額 
  （ う ち １ 年 以 内 ）              
(5) 支 払 リ ー ス 料              
(6) 減 価 償 却 費 相 当 額              
(7) 支 払 利 息 相 当 額              

９７２ 
５６７ 
４０５ 
 

４１２ 
（   １６６） 
１２６ 
１２０ 
４ 

１,３２５ 
７５６ 
５６９ 
 

５７８ 
（   ２４２） 
１５６ 
１４８ 
６ 

１,０９４ 
６１９ 
４７５ 
 

４８３ 
（   ２０３） 
２９１ 
２７７ 
１１ 

(8) 減価償却費相当額の算定方法：  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
(9) 利 息 相 当 額 の 算 定 方 法             ：  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。 
 
２．オペレーティング・リース取引 
 
    該当取引はありません。 
 
 
 

７．有 価 証 券  
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

 
当 中 間 期      

（平成15年9月30日現在） 
前   期 

（平成15年3月31日現在） 
前年中間期 

（平成14年9月30日現在） 
 

取得原価 
中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 取得原価
連結貸借
対照表 
計上額 
差  額 取得原価 

中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 

 (1) 株    式 
 (2) 債    券 
  国債・地方債等 
  社    債 
  そ  の  他 
 (3) そ  の  他 

1,107 
20,695 
999 
16,083 
3,612 
260 

2,964 
20,786 
1,020 
16,210 
3,555 
252 

1,857 
90 
21 
126 

△    57 
△     8 

1,105 
21,798 
998 
17,285 
3,513 
441 

2,178 
22,070 
1,027 
17,595 
3,447 
445 

1,072 
271 
28 
309 

△    66 
3 

1,401 
21,148 
998 
16,131 
4,017 
547 

2,642 
21,410 
1,032 
16,392 
3,986 
551 

1,240 
262 
33 
260 

△    31 
4 

合    計 22,063 24,003 1,939 23,345 24,694 1,348 23,097 24,605 1,507 

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 

（単位：百万円） 

 
当 中 間 期      

（平成15年9月30日現在） 
前   期 

（平成15年3月31日現在） 
前年中間期 

（平成14年9月30日現在） 
 中間連結貸借対照表 

計   上   額 
連 結 貸 借 対 照 表          
計   上   額 

中間連結貸借対照表 
計   上   額 

 その他有価証券 
  ＭＭＦ、ＦＦＦ 
  非 上 場 株 式        
  （店頭売買株式を除く） 

 
5,349 
126 
 

 
15,826 
123 
 

 
15,216 
119 
 

 
 
 
 

８．デリバティブ取引  
 
  該当事項はありません。 
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９．連 結 売 上 高 明 細 
 

 

 

（単位：百万円） 

部    門 

当 中 間 期      
自 15.４. 1 
至 15.９.30 

前年中間期 
自 14.４. 1 
至 14.９.30 増  減 増減率 

 前   期 
自 14.４. 1 
至 15.３.31 

 金 額 構成比 金 額 構成比    金 額 構成比 

 

ス イ ッ チ 類 

キ ー ロ ッ ク 

そ   の   他 

 

50,414 

21,660 

5,933 

％ 

39.8 

17.1 

4.7 

 

43,690 

20,575 

6,530 

％ 

36.9 

17.4 

5.5 

 

6,724 

1,085 

△   597 

％ 

15.4 

5.3 

△ 9.1 

  

92,033 

42,979 

13,078 

％ 

37.7 

17.6 

5.4 

自
動
車
用
電
装
部
品 

 小    計 78,008 61.6 70,796 59.8 7,212 10.2 

 

148,091 60.7 

シ ー ト ベ ル ト 

ｴｱﾊ゙ ｯｸ゙ ､ｽﾃｱﾘﾝｸ゙ ﾎｲー ﾙ 

シ フ ト レ バ ー         

自動車用ミラー         

装   飾   品 

そ   の   他 

21,793 

11,278 

6,415 

3,776 

2,455 

401 

17.2 

8.9 

5.1 

3.0 

1.9 

0.3 

18,156 

12,308 

6,013 

5,609 

2,317 

620 

15.3 

10.4 

5.1 

4.7 

2.0 

0.5 

3,637 

△ 1,030 

402 

△ 1,833 

138 

△   219 

20.0 

△ 8.4 

6.7 

△32.7 

6.0 

△35.3 

 

37,680 

24,029 

12,445 

10,575 

4,666 

1,335 

15.4 

9.9 

5.1 

4.3 

1.9 

0.6 

自
動
車
用
車
体
部
品 
 小    計 46,121 36.4 45,026 38.0 1,095 2.4 

 

90,733 37.2 

一般電機部品及びその他 2,556 2.0 2,579 2.2 △    23 △ 0.9 

 

5,173 2.1 

売 上 高 合 計 126,686 100.0 118,402 100.0 8,284 7.0 

 

243,998 100.0 

 



平成15年10月29日 

株式会社 東 海 理 化 
（登記社名 株式会社東海理化電機製作所） 

（コード番号 ６９９５） 
 
 

決 算 発 表 参 考 資 料 （連結） 
 
 
１．中間期の業績推移 （単位：百万円）

 
平成16年３月期 
（中間期） 

平成15年３月期 
（中間期） 

平成14年３月期 
（中間期） 

平成13年３月期 
（中間期） 

平成12年３月期 
（中間期） 

売 上 高 126,686 118,402 107,649 102,660 96,614 
営 業 利 益 4,938 3,656 4,339 4,324 3,819 
経 常 利 益 5,508 3,492 4,558 4,737 3,733 
中 間 純 利 益 3,293 4,295 2,527 1,584 2,002 
 
２．通期の業績予想と実績推移 （単位：百万円）

 
平成16年３月期 
（予想） 

平成15年３月期 平成14年３月期 平成13年３月期 平成12年３月期 

売 上 高 263,000 243,998 221,983 213,912 195,506 
営 業 利 益 11,400 9,766 8,261 10,277 8,325 
経 常 利 益 12,000 9,986 9,257 10,978 8,490 
当 期 純 利 益 7,400 7,504 4,727 4,879 4,643 
 
３．当中間期の連結経常利益増減要因  ４．当期の製品別売上高予想 

（対前年中間期比較） （単位：億円） （単位：億円）

要      因 金  額   部    門 
当期予想 
Ｈ16年３月期 

前期実績 
Ｈ15年３月期 

Ⅰ.増 益 要 因   ス イ ッ チ 類 1,035 920 
 ・売 上 増 による利益 増 28 

 

 キ ー ロ ッ ク 450 429 
 ・原 価 改 善 26  そ の 他 115 130 
 ・営 業 外 収 支 の 増 7 

 

 

計 61  
自 動 車 用 電 装 部 品 

   小   計 1,600 1,480 

Ⅱ.減 益 要 因  

 

 シ ー ト ベ ル ト 495 376 
 ・売価変動、製品構成差等 27  ｴｱﾊﾞｯｸﾞ､ｽﾃｱﾘﾝｸﾞﾎｲｰﾙ 225 240 
 ・人 件 費 及び 経 費の 増 10 

 

 シ フ ト レ バ ー 130 124 
 ・円 高 に よ る 利 益 減 4  自 動 車 用 ミ ラ ー 75 105 

計 41 

 

 装 飾 品 45 46 
差 引 経 常 利 益 増 20   そ の 他 10 13 
    

    

自 動 車 用 車 体 部 品 

   小   計 
980 907 

    一般電機部品及びその他 50 51 
    売 上 高 合 計 2,630 2,439 
       
 
５．当期の設備投資計画と減価償却費計画 （単位：億円）

 平成16年３月期 

 中間期実 績 通 期 計 画 
平成15年３月期実績 平成14年３月期実績 

設 備 投 資 額 ４６ １６２ １１０ １３９ 

減 価 償 却 費 ４８ １０８ １０１  ９４ 

 



平成15年10月29日平成16年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 株 式 会 社  東 海 理 化 電 機 製 作 所 上 場 取 引 所 東  名

コ ー ド 番 号 699 5 本社所在都道府県 愛 知 県

（ＵＲＬ http://www.tokai-rika.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 取 締 役 社 長 氏 名 飯 田 　 吉 平
問合せ先責任者 役 職 名 経 理 部 長

氏 名 奥 村 　 彰 男 Ｔ Ｅ Ｌ(     )0587 95－5211

中間決算取締役会開催日 平 成 15年 10月 29日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 15年 11月 25日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 15年 9月中間期の業績 （平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期      111,738     6.1       3,207    18.5       3,521    34.4
14年 9月中間期      105,345     5.6       2,707   △21.1       2,620   △28.0

15年 3月期      218,208－        7,792－        8,204－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

15年 9月中間期        2,024   △46.0          26.48
14年 9月中間期        3,750    85.2          48.59

15年 3月期        6,465－          82.71

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月中間期     76,476,476株 14年 9月中間期     77,185,077株
15年 3月期     77,004,131株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
15年 9月中間期           6.00－ 特別配当 － 円－銭
14年 9月中間期           6.00－

15年 3月期 －          12.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期      164,130       81,820     49.9      1,075.53
14年 9月中間期      161,253       78,437     48.6      1,020.99

15年 3月期      167,888       80,593     48.0      1,049.69

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月中間期     76,074,044株 14年 9月中間期     76,824,873株
15年 3月期     76,777,682株

2.期末自己株式数 15年 9月中間期      1,488,613株 14年 9月中間期        737,784株
15年 3月期        784,975株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期      229,000       8,400       4,900          6.00         12.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          63円14銭

上 記 の 予 想 は 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 、 今
後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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10．個別中間財務諸表等 
 

（１）中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 

科      目 

当 中 間 期       
   平成15年 
    9月30日現在 

前    期 
   平成15年 
     3月31日現在 

増    減 
 前年中間期       
   平成14年 
     9月30日現在 

（ 資 産 の 部 ） 
 
 流  動  資  産 

   現 金 及 び 預 金 

   受  取  手  形 

   売    掛    金 

   有  価  証  券 

   製        品 

   原    材    料 

   仕    掛    品 

   貯    蔵    品 

   繰 延 税 金 資 産           

   その他 の流動資産           

 
 
 固  定  資  産 

  有 形 固 定 資 産           

   建        物 

   構    築    物 

   機  械  装  置 

   車 両 運 搬 具           

   工 具 器 具 備 品           

   土        地 

   建 設 仮 勘 定           

  無 形 固 定 資 産           

   ソ フ ト ウ ェ ア           

   その他の無形固定資産 

  投 資その 他の資 産 

   投 資 有 価 証 券           

   関係会社株式・出資金 

   長 期 貸 付 金           

   前 払 年 金 費 用           

   繰 延 税 金 資 産           

   その他の投資その他の資産 

   貸 倒 引 当 金           

 

 

 

７１,９４７ 

３５８ 

６４２ 

４１,２１４ 

８,７９４ 

２,６９０ 

１８６ 

５,５１６ 

１,４８０ 

３,８５０ 

７,２１２ 

 

 

９２,１８２ 

４３,０６０ 

１１,９１０ 

１,０７５ 

１４,７５６ 

２１９ 

５,４３８ 

８,４７４ 

１,１８５ 

９０４ 

８８４ 

１９ 

４８,２１７ 

１８,８２０ 

１６,０３１ 

２,３５０ 

３,３１２ 

５,３１９ 

２,５０９ 

△    １２６ 

 

 

 

７６,１１９ 

４０３ 

３５６ 

３８,９１０ 

１８,３２６ 

２,２６０ 

１８８ 

４,６６４ 

１,４２９ 

３,５７６ 

６,００２ 

 

 

９１,７６９ 

４４,４１７ 

１２,３８０ 

１,１２３ 

１５,５６６ 

２２７ 

４,９５６ 

８,４７４ 

１,６８８ 

８１９ 

７９８ 

２０ 

４６,５３１ 

２０,５７５ 

１４,９９０ 

４９１ 

３,３１７ 

４,９９７ 

２,３２０ 

△    １６１ 

 

 

 

△  ４,１７２ 

△     ４５ 

２８６ 

２,３０４ 

△  ９,５３２ 

４３０ 

△      ２ 

８５２ 

５１ 

２７４ 

１,２１０ 

 

 

４１３ 

△  １,３５７ 

△    ４７０ 

△     ４８ 

△    ８１０ 

△      ８ 

４８２ 

－ 

△    ５０３ 

８５ 

      ８６ 

△      １ 

１,６８６ 

△  １,７５５ 

  １,０４１ 

１,８５９ 

△      ５ 

３２２ 

１８９ 

３５ 

 

  

 

７１,２６４ 

４６６ 

２８５ 

３６,２８１ 

１６,８８３ 

２,０８４ 

２５３ 

４,４８７ 

１,４８３ 

３,０８９ 

５,９５０ 

 

 

８９,９８８ 

４４,６６９ 

１２,８０１ 

１,１７３ 

１５,３０７ 

２２３ 

５,１８６ 

８,４７５ 

１,５０１ 

４９１ 

４６８ 

２２ 

４４,８２８ 

２１,４６９ 

１３,４８９ 

６０９ 

３,２２３ 

４,９５７ 

１,２６３ 

△    １８３ 

 

資 産 合 計 １６４,１３０ １６７,８８８ △  ３,７５８  １６１,２５３ 

（注）１．有 形 固 定 資 産 の 
        減 価 償 却 累 計 額 

１４６,２８９ １４４,０９４ ２,１９５  １４０,６６４ 

      
 



－19－ 

 
 

 

（単位：百万円） 

科      目 

当 中 間 期       
   平成15年 
    9月30日現在 

前    期 
   平成15年 
     3月31日現在 

増    減 
 前年中間期       
   平成14年 
     9月30日現在 

（ 負 債 の 部 ） 
 

 流  動  負  債 
   支  払  手  形 
   買    掛    金 

   未    払    金 
   未  払  費  用 
   未 払 法 人 税 等 

   未 払 消 費 税 等 
   従 業 員 預 り 金 
   賞 与 引 当 金 

   製 品 保 証 引 当 金 
   愛・地球博出展引当金 
   設 備 支 払 手 形 

   その他 の流動負債 
 
 固  定  負  債 

   転  換  社  債 
   長 期 未 払 金           
   退 職 給 付 引 当 金 

   役員退職慰労引当金           
 

負  債  計 

 
（ 資 本 の 部 ） 
 

 資    本    金 

 資 本 剰 余 金           
   資 本 準 備 金 

 利 益 剰 余 金           
   利 益 準 備 金           
   任 意 積 立 金           

   中間（当期）未処分利益  
その他有価証券評価差額金 

 自  己  株  式 

 
資  本  計 

 
 

５１,８５６ 
１,１３５ 
３３,３３６ 

１,５７０ 
４,５４２ 
２,４３５ 

３４６ 
－ 

３,７９０ 

４,４４２ 
１４ 
１６０ 

８０ 
 

３０,４５３ 

１５,６０７ 
４４６ 

１４,１２２ 

２７６ 
 

８２,３１０ 

 
 

 

１５,０８７ 

１７,３４１ 

１７,３４１ 

４９,７１４ 

３,２９０ 
４０,２４２ 

６,１８１ 
９７４ 

△  １,２９７ 

 

８１,８２０ 

 
 

５６,７２２ 
１,１２０ 
３１,３０７ 

２,８２８ 
４,３６８ 
２,７４５ 

４５０ 
６,１１５ 
３,５２３ 

３,９８８ 
４ 
１８９ 

７８ 
 

３０,５７３ 

１５,６０７ 
８９６ 

１３,８０６ 

２６３ 
 

８７,２９５ 

 
 
 

１５,０８７ 

１７,３４１ 

１７,３４１ 

４８,２４６ 

３,２９０ 
２８,２７２ 

１６,６８４ 
６４５ 

△    ７２７ 

 
８０,５９３ 

 
 

△  ４,８６６ 
１５ 

２,０２９ 

△  １,２５８ 
１７４ 

△    ３１０ 

△    １０４ 
△  ６,１１５ 

２６７ 

４５４ 
１０ 

△     ２９ 

２ 
 

△    １２０ 

－ 
△    ４５０ 

３１６ 

１３ 
 

△  ４,９８５ 

 

 
 

－ 

－ 

－ 

１,４６８ 

－ 
１１,９７０ 

△ １０,５０３ 
    ３２９ 
△    ５７０ 

 
１,２２７ 

 

 
 

５２,３９３ 
１,１４７ 
２９,２７６ 

１,７５３ 
４,２９０ 
１,６０５ 

３８６ 
６,３９９ 
３,８９９ 

３,２９８ 
－ 
１７３ 

１６３ 
 

３０,４２２ 

１５,６０７ 
８９９ 

１３,６８０ 

２３５ 
 

８２,８１６ 

 
 

 

１５,０８７ 

１７,３４１ 

１７,３４１ 

４５,９９２ 

３,２９０ 
２８,２７２ 

１４,４２９ 
７０８ 

△    ６９１ 

 

７８,４３７ 

負 債 及 び 資 本 合 計 １６４,１３０ １６７,８８８ △  ３,７５８ 
 
１６１,２５３ 

（注）２．保  証  債  務 
   ３．自 己 株 式 の 数           
   ４．期末発行済株式数           

２３５ 
1,488,613株 
76,074,044株 

２８９ 
784,975株 
76,777,682株 

△     ５４ 
703,638株 

△   703,638株 

 ３４９ 
737,784株 
76,824,873株 
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（２）中 間 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

科     目 
当 中 間 期        
自 15.４. 1 
至 15.９.30 

前 年 中 間 期 
自 14.４. 1 
至 14.９.30 

増     減 

 前     期 
自 14.４. 1 
至 15.３.31 

（経常損益の部） 
 
 営 業 損 益 の 部 
  営  業  収  益 
   売    上    高 
 
  営  業  費  用 
   売  上  原  価 
   販売費及び一般管理費 
 
  営  業  利  益 
 
 営業外損益の部 
  営 業 外 収 益 
   受 取 利 息 配 当 金 
   為  替  差  益 
   その他の営業外収益 
 
  営 業 外 費 用 
   支  払  利  息 
   為  替  差  損 
   その他の営業外費用 
 
 経 常 利 益 
 
（特別損益の部） 

 
 特 別 利 益 
   固 定 資 産 売 却 益           
   貸 倒 引 当 金 戻 入 
   厚生年金基金代行部分返上益 
   確定拠出年金制度への移行 に伴う利益 
 
 特 別 損 失 
   固定資産売・除却損 
   投資有価証券評価損 
   過 年 度 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 
 
 税引前中間（当期）純利益 
 
 法人税、住民税及び事業税 
 
 法 人 税 等 調 整 額 
 
 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             
 
 前 期 繰 越 利 益 
 
 中 間 配 当 額 
 
 中間（当期）未処分利益             

 
 
 

１１１,７３８ 
１１１,７３８ 

 
１０８,５３０ 
９７,２６５ 
１１,２６５ 

 
３,２０７ 

 
 

４２２ 
２９０ 
４３ 
８９ 
 

１０８ 
８７ 
－ 
２１ 
 

３,５２１ 
 
 
 
３５ 
－ 
３５ 
－ 
－ 
 
－ 
－ 
－ 
－ 
 

３,５５７ 
 

２,３４６ 
 

△    ８１３ 
 

２,０２４ 
 

４,１５７ 
 
－ 
 

６,１８１ 

 
 
 

１０５,３４５ 
１０５,３４５ 

 
１０２,６３８ 
９１,７５４ 
１０,８８４ 

 
２,７０７ 

 
 

２３３ 
１３１ 
－ 
１０２ 
 

３２０ 
９８ 
１４６ 
７５ 
 

２,６２０ 
 
 
 

４,７２２ 
１１１ 
－ 

３,９４０ 
６７０ 
 

３４６ 
１４０ 
－ 
２０５ 
 

６,９９６ 
 

１,６４５ 
 

１,６０１ 
 

３,７５０ 
 

１０,６７９ 
 
－ 
 

１４,４２９ 

 
 
 

６,３９３ 
６,３９３ 

 
５,８９２ 
５,５１１ 
３８１ 
 

５００ 
 
 

    １８９ 
    １５９ 

４３ 
△     １３ 

 
△    ２１２ 
△     １１ 
△    １４６ 
△     ５４ 

 
９０１ 
 
 
 

△  ４,６８７ 
△    １１１ 

３５ 
△  ３,９４０ 
△    ６７０ 

 
△    ３４６ 
△    １４０ 

－ 
△    ２０５ 

 
△  ３,４３９ 

 
    ７０１ 

 
△  ２,４１４ 

 
△  １,７２６ 

 
△  ６,５２２ 

 
－ 
 

△  ８,２４８ 

 

 
 
 

２１８,２０８ 
２１８,２０８ 

 
２１０,４１５ 
１８８,４２２ 
２１,９９３ 

 
７,７９２ 

 
 

７１８ 
５００ 
５１ 
１６６ 
 

３０６ 
１９６ 
－ 
１０９ 
 

８,２０４ 
 
 
 

４,７４１ 
１３０ 
－ 

３,９４０ 
６７０ 
 

６４４ 
１４０ 
２９７ 
２０５ 
 

１２,３０２ 
 

４,６９４ 
 

１,１４２ 
 

６,４６５ 
 

１０,６７９ 
 

４６０ 
 

１６,６８４ 

 (注)減 価 償 却 実 施 額           ３,７６３ ３,７６６ △      ３  ８,１３２ 
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〔 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 〕 
 
 １．有価証券の評価基準及び評価方法 
  (1) 子会社株式及び関連会社株式・・・ 
  (2) その他有価証券 
      時価のあるもの・・・・・・・ 
 
 
      時価のないもの・・・・・・・ 

移動平均法による原価法 
 
中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 
 より算定） 
移動平均法による原価法 

 
 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  (1) 製品、原材料、仕掛品・・・ 
  (2) 貯蔵品・・・・・・・・・・ 

総平均法による原価法 
先入先出法による原価法 

 
 ３．固定資産の減価償却の方法 
  (1) 有形固定資産・・・ 
 

減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定率法 
但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、工具器具備品に
含まれる金型については減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とす
る定額法 
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。但し、平成10
年3月以前に取得した建物については、平成10年度の法人税法の改正前の耐用年数を適
用しております。 

  (2) 無形固定資産・・・ 定額法 
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（5年）に基づいており
ます。 

 
 ４．引当金の計上基準  
  (1) 貸 倒 引 当 金   ・・・ 
 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。 

  (2) 賞 与 引 当 金   ・・・ 
 

従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給実績を基準として賞与支給対象期間
のうち当中間期に対応する額を計上しております。 

  (3) 製品保証引当金   ・・・ 
 

製品の品質保証期間内に発生する保証費用の支出に備えるため、過去の実績を
基礎にして当中間期に対応する発生見込額を計上しております。 

  (4) 愛・地球博出展引当金・・・ 「愛・地球博」の出展費用の支出に備えるため、当社が負担する出展費用総見
積額のうち、当中間期に対応する額を計上しております。 

  (5) 退職給付引当金   ・・・ 
 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上して
おります。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（15年）による定額法により、発生年度の翌期から費用処理することとして
おります。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（5年）による定額法により、費用処理しております。 

  (6) 役員退職慰労引当金 ・・・ 
 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上
しております。 

 
 ５．外貨建の資産及び負債の ・・・ 
    本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。 

 
 ６．リース取引の処理方法・・・ 
 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。 

 
 ７．ヘッジ会計の方法 
  (1) ヘッジ会計の方法・・・・・・ 
 

 
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の
要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象・・・ 
 

ヘッジ手段 ： 為替予約 
ヘッジ対象 ： 外貨建輸出債権 

  (3) ヘッジ方針・・・・・・・・・ 
 

社内規程に基づき、為替相場動向等を勘案の上、為替変動リスクをヘッジ
しております。 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法・・・ 個別予約を行っており、為替相場の変動による相関関係は完全に確保され
ているため、ヘッジは有効であります。 

 
 ８．消費税等の会計処理 ・・・ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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11．リ ー ス 取 引 
 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引  

（単位：百万円） 

 
当 中 間 期      
自 15. 4. 1 
至 15. 9.30 

前年中間期 
自 14. 4. 1 
至 14. 9.30 

前   期 
自 14. 4. 1 
至 15. 3.31 

(1) 取 得 価 額 相 当 額              
(2) 減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              
(3) 中間期末（期末）残高相当額 
(4) 未 経 過 リ ー ス 料              
  中間期末（期末）残高相当額 
  （ う ち 1 年 以 内 ）              
(5) 支 払 リ ー ス 料              
(6) 減 価 償 却 費 相 当 額              
(7) 支 払 利 息 相 当 額              

５８４ 
４１６ 
１６８ 
 

１７２ 
（     １０４） 

８８ 
８４ 
２ 

１,００７ 
６５４ 
３５３ 
 

３６０ 
（     １８４） 

１２７ 
１２０ 
４ 

７５８ 
５０６ 
２５２ 
 

２５８ 
（     １４２） 

２２８ 
２１６ 
７ 

(8) 減価償却費相当額の算定方法： リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
(9) 利 息 相 当 額 の 算 定 方 法             ： リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。 
 
２．オペレーティング・リース取引 
 
    該当取引はありません。 
 
 
 

12．有 価 証 券 
 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

当 中 間 期 
（平成15年9月30日現在） 

前     期 
（平成15年3月31日現在） 

前 年 中 間 期 
（平成14年9月30日現在） 

種    類 
中間貸借対
照表計上額 時 価 差 額 

貸借対照表
計上額 時 価 差 額 

中間貸借対
照表計上額 時 価 差 額 

関連会社株式 507 597 89 507 434 △    73 507 446 △    61 
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13．売 上 高 明 細 
 

 

 

（単位：百万円） 

部    門 

当 中 間 期      
自 15．４． 1 
至 15．９．30 

前年中間期 
自 14．４． 1 
至 14．９．30 増  減 増減率 

 
前   期 
自 14．４． 1 
至 15．３．31 

 金 額 構成比 金 額 構成比    金 額 構成比 

 

ス イ ッ チ 類 

キ ー ロ ッ ク 

そ   の   他 

 

43,982 

19,035 

5,776 

％ 

39.4 

17.0 

5.2 

 

37,831 

18,894 

5,802 

％ 

35.9 

18.0 

5.5 

 

6,151 

141 

△    26 

％ 

16.3 

0.7 

△ 0.4 

  

80,786 

38,953 

12,240 

％ 

37.0 

17.9 

5.6 

自
動
車
用
電
装
部
品 

 小    計 68,794 61.6 62,527 59.4 6,267 10.0 

 

131,980 60.5 

シ ー ト ベ ル ト 

ｴｱﾊ゙ ｯｸ゙ ､ｽﾃｱﾘﾝｸ゙ ﾎｲー ﾙ 

シ フ ト レ バ ー 

自動車用ミラー 

装   飾   品 

そ   の   他 

20,051 

8,964 

4,890 

3,781 

2,437 

331 

17.9 

8.0 

4.4 

3.4 

2.2 

0.3 

17,131 

10,207 

4,298 

5,610 

2,308 

579 

16.3 

9.7 

4.1 

5.3 

2.2 

0.5 

2,920 

△ 1,243 

592 

△ 1,829 

129 

△   248 

17.0 

△12.2 

13.8 

△32.6 

5.6 

△42.8 

 

35,464 

19,629 

9,172 

10,580 

4,645 

1,258 

16.3 

9.0 

4.2 

4.8 

2.1 

0.6 

自
動
車
用
車
体
部
品 
 小    計 40,457 36.2 40,135 38.1 322 0.8 

 

80,750 37.0 

一般電機部品及びその他 2,486 2.2 2,682 2.5 △   196 △ 7.3 

 

5,477 2.5 

売 上 高 合 計 

（うち輸出売上高） 
111,738 

( 13,354) 
100.0 

( 12.0)
105,345 

( 10,994) 
100.0 

( 10.4)
6,393 

(  2,360) 
6.1 

( 21.5) 

 

218,208 

( 22,599)
100.0 

( 10.4) 

 



平成15年10月29日 

株式会社 東 海 理 化 
（登記社名 株式会社東海理化電機製作所） 

（コード番号 ６９９５） 
 
 

決 算 発 表 参 考 資 料 （個別） 
 
 
１．中間期の業績推移 （単位：百万円）

 
平成16年３月期 
（中間期） 

平成15年３月期 
（中間期） 

平成14年３月期 
（中間期） 

平成13年３月期 
（中間期） 

平成12年３月期 
（中間期） 

売 上 高 111,738 105,345 99,755 93,093 86,226 
営 業 利 益 3,207 2,707 3,432 3,070 2,571 
経 常 利 益 3,521 2,620 3,641 3,206 2,607 
中 間 純 利 益 2,024 3,750 2,024 719 1,313 
 
２．通期の業績予想と実績推移 （単位：百万円）

 
平成16年３月期 
（予想） 

平成15年３月期 平成14年３月期 平成13年３月期 平成12年３月期 

売 上 高 229,000 218,208 205,596 196,781 179,743 
営 業 利 益 8,000 7,792 7,294 8,760 6,059 
経 常 利 益 8,400 8,204 8,104 9,141 6,454 
当 期 純 利 益 4,900 6,465 4,098 3,963 3,525 
 
３．当中間期の経常利益増減要因  ４．当期の製品別売上高予想 

（対前年中間期比較） （単位：億円） （単位：億円）

要      因 金  額   部    門 
当期予想 
Ｈ16年３月期 

前期実績 
Ｈ15年３月期 

Ⅰ.増 益 要 因   ス イ ッ チ 類 910 807 
 ・原 価 改 善 21 

 

 キ ー ロ ッ ク 390 389 
 ・売 上 増 による利益 増 15  そ の 他 110 122 
 ・営 業 外 収 支 の 増 4 

 

 

計 40  
自 動 車 用 電 装 部 品 

   小   計 1,410 1,319 

Ⅱ.減 益 要 因  

 

 シ ー ト ベ ル ト 430 354 
 ・売価変動、製品構成差等 22  ｴｱﾊﾞｯｸﾞ､ｽﾃｱﾘﾝｸﾞﾎｲｰﾙ 175 196 
 ・人 件 費 及び 経 費の 増 7 

 

 シ フ ト レ バ ー 95 91 
 ・円 高 に よ る 利 益 減 2  自 動 車 用 ミ ラ ー 75 105 

計 31 

 

 装 飾 品 45 46 
差 引 経 常 利 益 増 9   そ の 他 10 12 
    

    

自 動 車 用 車 体 部 品 

   小   計 
830 807 

    一般電機部品及びその他 50 54 
    売 上 高 合 計 2,290 2,182 
    （ う ち 輸出売上高 ） (  285) (  225) 
 
５．当期の設備投資計画と減価償却費計画 （単位：億円）

 平成16年３月期 

 中間期実 績 通 期 計 画 
平成15年３月期実績 平成14年３月期実績 

設 備 投 資 額 ２９ ８１ ７０ １０５ 

減 価 償 却 費 ３７ ８３ ８１  ７９ 

 


